予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：商業振興費　　　
	事業名　県産品販路開拓促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　商工労働部　地域産業課　県産品開発係　　　電話番号：058-272-1111（内3092）
県産品販売促進係　電話番号：　同　　　  （内3097）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　26,500千円（前年度予算額：22,300千円）
＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	22,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	22,300

	要求額
	26,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	26,500

	決定額
	26,380
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	26,380


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・県内のモノづくり企業の多くは、ＯＥＭ・下請け体質の企業が多く、メーカ

ー自らが販路を開拓するといった経験に乏しい。
・また県内の食品加工事業者は、中小・零細企業が他県に比べ比較的多く（4
人以上食品事業1社における従業員数：全国36位（H25年工業統計））、販路
開拓力を十分に保持していない。

・「モノ」「食」ともに県内企業に対する新たな販路の開拓、着実に市場への

流通につながるような支援が必要である。

　・そこで、これまで県内企業との関わりが薄かった国際展示会や、知名度が高
く集客力の大きい見本市等に県が率先して企業参加型のブースを出展する。
また、百貨店や集客性の高い施設等において、一般消費者向けの催事や物産

展等を開催することで、県産品ＰＲによる更なる販路開拓を促進する。

（２）事業内容

①県産品プロモーション・新販路開拓事業

　 　・ファッション・インテリア見本市「ｒｏｏｍｓ」へ県の地場産業を一堂

に集め出展し、バイヤー向けに大規模ＰＲ・商談を実施する。

　　②加工食品販路開拓事業

・国内外大手企業バイヤーが参集する大規模商談会「FOODEX JAPAN」への
出展支援のほか、国内のスーパーマーケットを対象とした大規模商談会
「スーパーマーケットトレードショー」への出展支援、及び大垣共立銀
行と共催し、中京圏の小売事業者を対象とした商談会「ビジネスサミッ
ト」を開催する。

③岐阜県観光物産展の開催事業

　 ・国内外の旅行客の中部地方の玄関口となる中部国際空港において、観光

資源のＰＲと一体となった県内特産品の販売を行う観光物産展を開催す

る。
　　④大都市圏販売促進事業

　　 ・首都圏など大都市圏の百貨店等において、バイヤー向け展示会等で培っ

た「岐阜ブランド」のイメージを、一般消費者向けに直接ＰＲするため

の催事等を開催する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　大規模見本市等の出展経費の一部（小間料）に事業者負担を設ける。
（４）類似事業の有無
     　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	64
	プロポーザル審査員報償費

	旅費
	587
	職員業務旅費、旅費弁償

	需用費
	17
	事務消耗品費

	役務費
	21
	通信運搬費

	委託料
	24,391
	大規模商談会出展経費、参加事業者向けセミナー、物産展運営費

	負担金
	1,420
	ビジネスサミット、能率協会法人会費等

	合計
	26,500
	


	　決定額の考え方　

　広報関係経費については、広報課計上とします。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

「岐阜県成長・雇用戦略」

６　戦略を推進するための基盤づくり　（３）販路拡大・海外展開
（２）後年度の財政負担

　　企業知名度及び県産品イメージの定着化・成果を確認するため、継続的な支援が必要。
（３）事業主体及びその妥当性
　　　経営規模や業種に応じた見本市等への出展支援や催事等を行うことで、県内小規模事業者が商談会等に参加しやすくなり、販路拡大及び、商品や事業者の知名度が向上する。

　
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


＜１）県産品プロモーション・新販路開拓事業＞
	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	これまで地場産業との関わりが薄かったクリエイション分野の国際合同展示会における岐阜県産品展示や、首都圏市場等において県産品のPR・販売イベント等を実施することにより、岐阜県地場産業の魅力発信・知名度向上と新たな市場開拓を図る。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	出展企業数
	　(H　）
	30
(H25
	33
　（H26）
	16　（H27）
	20
（H28）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	<平成27年10月現在>
○平成24年度から年２回、県内モノづくり事業者を対象に「rooms」に岐阜県ブースを出展し、９月は自社アテンドが付く個別展示に９社、商品のみ出展する総合展示に７社が参加した。




（前年度の成果）

	<平成27年度10月現在>
○当展示会出展をきっかけに、百貨店、セレクトショップ、通販サイト等との商談が成立したほか、雑誌等メディアに取り上げられた。
○異業種の出展事業者と情報交換を行うことにより、新たな商品企画等の機会創出や商談のスキルアップが図られている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	県が事業者を取りまとめて出展する展示会は、展示会に不慣れな事業者や資金面で出展にハードルのある事業者も参加の機会が得られる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	岐阜県ブースを継続的に出展することにより、岐阜県の地場産業の認知度は年々高まっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	総合展示を廃止し、出展事業者の立会を必須とし、バイヤーに対する商品ＰＲを強化することにより商談の成立件数を増やしていく。


（今後の課題）

	新規出展企業・商品の掘り起し。

来場者に対する商品価値の伝達力、商談力の向上。
出展結果を踏まえた、商品のブラッシュアップ、販路開拓のアドバイス等の支援強化。



（次年度の方向性）
	展示会だけでなく、一般消費者向けの首都圏等の催事への出店を案内し、展示会出展企業に対する継続的な販路支援を実施する。



事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


＜２）加工食品販路開拓事業＞
	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　平成２８年度末までに、全国規模の商談会を通じ、出展１社あたりの商談成立件数（商談開始件数含む）を前年度よりも向上させる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	FOODEX JAPAN商談成立件数(1社あたり) 
	　(H　）
	13.8
(H25）
	24.7
　（H26）
	－　（H27）
	25
（H28）
	％


	ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄﾄﾚｰﾄﾞｼｮｰ商談成立件数(1社あたり)
	　(H　）
	－　(H25）
	－
　（H26）
	－　（H27）
	10　（H28）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	＜平成27年12月現在＞

○平成22年度から県内加工食品事業者を対象にFOODEX JAPANへ出展支援し、平成26年度では20社が参加。平成27年度では、出展事業者を募集し、商談成功のためのセミナー、及び商品に対するアドバイス会を開催。

○平成27年9月に大垣共立銀行及び名古屋市上下水道局と「木曽三川流域“地方創生”商談会」を共催


（前年度の成果）

	＜平成27年10月現在＞

県内加工食品事業者の展示会等の出展を支援した。

　　「木曽三川流域“地方創生”商談会」への出展事業者数　４０社

　　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	県が事業者をとりまとめて実施する商談会は、バイヤーからの信頼度が高く、中小の事業者や実績の少ない事業者も、商談の機会を得ることができる。

出展事業者も相互に情報交換を行うことで、新たな商品企画等の機会が生まれている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	行政支援による継続的な商談会の実施により、バイヤーからの信頼度が上がり、多くのバイヤーと県内加工事業者が関わりを持てるようになった。また、多様な機会を設けることで、事業者の商談能力が向上し、的確な商談交渉を実施する事業者が増えた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	これまでの事業者並びにバイヤー情報を活用しながら展示商談会に岐阜県ブースを出展することで、出展者により多くの商談機会が得られるようになっている。


（今後の課題）

	商談会に慣れていない中小規模の食品加工事業者は多く、製品化に至るまでに、パッケージ全体も含めた商品の改善や、交渉力の向上が必要。また、商談相手先の企業規模が大きい大規模商談会も必要であるが、県内の中小規模の事業者にマッチした商談相手を対象とした商談会への出展支援が必要。


（次年度の方向性）
	○県内の食品加工業者の経営規模に応じた商談会支援メニューを設け、より販路拡大及び県産商品・企業の知名度を向上させる。

○首都圏のマーケティング情報に基づき、首都圏販売事業者や消費者のニーズにあった商品開発を行い、商品の定番化を図る。


